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アフリカの観光開発における理念とその現実に関する一考察
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《はじめに》

20世紀後半から、地球環境破壊、貧富の格差など、国境や国家レベルを越えた地球規

模の諸問題が深刻化し、また、多国籍企業やグローバル金融など時代の「寵児Jが国家機

能を蚕食して、国奈は「国内問題を解決するには大きすぎ、地球規模問題に対処するには

小さすぎるJと いう時論が国際社会を席巻し始めた。かかる時勢を背景として考定された

「国連ミレニアム開発目標」の一つが貧困の一掃である。それを達成すべ く効果的な開発

手法が模索され、現在、アフリカ諸国に対してパートナーシップ型の地方分権的なコミュ

ニテイベースの開発が推進されている。

国連の後援を得て、ブラントランド委員会が設立された。当委員会は、「現在と将来の

両世代のニーズを満たす開発Jを標榜し、その達成に向けて「長期的な環境戦略の提案と

環境の改善に資する各国間の協力体制の確立Jを 目的としていた。委員会の報告書 (1987)

にて「持続可能な開発Jの概念が初めて提示されると、それに触発された開発界は、バリ

宣言 (1982)に起端する自然環境保全の気逗高進に乗じて、新たな開発指向を求めること

になる。一方、1980年代以降、地球環境問題に取 り組む援助機関が増加の傾向を示 し、

1990年代に入ると、リオ・デ・ジャネイロ地球サミット (1992)や 種々の国際条約会議

において、地域に根ざした自然ン貝久源管理の重要性が指摘
①
されるようになる。そして、リ

オで開催された「国連環境開発会議 (1992)」 等の国際会議を経て、グローバルな環境逼

動と経済開発の融合という発想を生み出した。即ち、野生動物を利用価値ある有効な経済

資産とみなし、貧困を軽減する開発戦略である。この戦略は、開発に視角をとれば、コミュ

ニテイの自在子力 =エ ンパワメントの養成、即ち、コミュニテイベースの開発の実践である

が、そこには地方分権化の確立という政治的意趣も合意されていた。つまり、地域に自然

資源の管理・運営を任せることで、民主主義理念の理解とその浸透
②を期待し、また、そ

れはネオリベラリズムの唱導する “新政策アジェンダ"と もうまく合致する③と考量され

たのである。更に、自然資源を利用した経済的発展は、コミュニテイや個人に企業家精神

を涵養
①
し、資本主義経済の拡大に貢献するという期待感もあった。約言するならば、新

たな開発政策は、国際社会の政治的、経済的趨勢の加勢を得て、開発舞台に登場したので
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ある。

グローバル社会の要請と持続可能な開発理念 =地方分権的なコミュニティベースの開発

が共鳴し、以下の開発の初期条件が勘案された結果、観光産業の開発が動き出した。第一

に、アフリカ独自の多様な自然や文化の探求に深甚な関心を寄せる国際社会から財政支援

を得やすいこと、第二に、観光産業への参入は、技術主導産業 (製造業や鉱業等)への参

入に比して、比較的容易であること、更には、管理職レベルから未熟練労働者 (若年層/
女性)ま で広汎な雇用を創出する労働集約的産業であり、付加価値連鎖に沿った幅広い所

得の機会を提供できること、そして、小規模起業家 (観光ガイド、手工芸品製造販売等)

の市場アクセスも可能であること、と貧国にとっては好条件の持続性に資する産業である。

加えて、副次的な経済的相乗効果として、観光収入を自得歳入として直接現地で管理し得

るので、地域経済内での循環が可能であり、非観光部門 (輸送やインフラ基盤の整備、農

業開発等)の開発をも見込むことができる。換言するならば、コミュニティのエンパワメ

ント強化とグローバル社会の要請に応え得る理想的な産業ということになる。アメリカ合

衆国国際開発庁も「・・自然資源を利用手段として住民に収入増加の機会を与える 。・先

ず、持続可能な野生動物の管理から経済的利益を得、それをコミュニティ所有の自然
'貝

欠
源

管理の改善につなげるJ③ と述べて、観光産業開発の志向性を評価している。また、観光

産業には、自然条件に左右されやすい農業の弱点を補う利点もあり、理想的な経済的選択

と考量された。無論、自然環境保護への貢献度も高く、積極的に推進されることとなった

のである。この意想は、生態系システムを国境という政治的境界線内におさめきれないと

いう指摘を受けとめ、「国境を越えた自然保護」というコンセプトのもとに展開される事

となる。因みに、国際社会には、ボーダーレスなグローバル時代を象徴するプロジェクト

として映ったのか、第 5回世界国立公国会議 (2003)は 、“国境を越えて利益を"と いう

タイトルで開催されている。

こうして「国境横断保護区」が誕生したのだが、プロジェクトの中心的アクターである

自然保護/開発の国際機関は、開発の効率とその効果、隣接する複数国家の協力体制の必

要性や援助資金の調達を鑑みて、官民共同のパートナーシップ型の開発手法を採用
⑥した。

具体的には、プロジェクトの実施過程では環境/開発 NGOも 参画するが、政府、或いは

その管轄機関と私企業とが共同で国境横断保護区の管理・運営を行う組織図が描かれたの

である。

かような「高い開発効果 =コ ミュニテイの利益」という短絡的な開発施策に対して、マッ

ク・チャピンは批判的である。彼は、コミュニティベースの環境保全プロジェクトを担当

した幾多の援助機関が、コミュニテイと共同歩調をとることに一様に苦慮した経験を踏ま

えて、国境横断保護区プロジェクトは地域代表を援助パートナーから排除する意図のもと

に遂行された
⑦と論じている。マック・チャピンの議論については、自然保護国際連合の

南アフリカ地区責任者フェイキールが、下記のような引証を提供している。彼はコミュニ
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テイ・公的セクター・民間セクターのパートナーシップ型がプロジェクトの成功を最大化

すると考え、パートナーシップ アプローチをとったが、プロジェクトの進展とともに、

自然資源に依拠した日常生活の実態があるにもかかわらず、コミュニティがその管理・運

営権を失するような開発の方向性が打ち出されたこと、
③土地私有化が容認されていく過

程を目の当たりにし、強大な私企業が、大規模な自然資源の私的利用のために不当にパー

トナーシップを利用していること°)を指弾している。

そこで、拙稿では、“コミュニティベース"を晴矢とする開発を被援助者に対する欺Ⅱ前

的な開発に向かわせるベクトルは何かを探索してみる。生態系の保全と経済発展を連携さ

せた開発では、蓋然として “土地"が重要な要素となることを鑑みて、土地の所有権をも

照射 しつつ、ジンバブエの自然資源に関する共有地区管理プログラム (ジ ンバブエ

CAMPFIRE)、 南部アフリカ3ヶ 国の関係するグレート・リンポポ国境横断録護区の設立

過程を考察し、地方分権的なコミュニティベースの開発の自律性がプロジェクトの実施過

程でどのように失われていくかに言及する。

《グレートリンポポ国境横断公園構想の変容》

グレート リンポポ国境横断保護区は南アフリカ、モザンビーク、ジンバブエの国境地

域を統合して一大平和公園を設立する構想である。しかし、嘗てアフリカにおける反共産

主義の砦を自認し、モザンビークの不安定化工作を行った南アフリカ、独立後も内戦状態

の続くモザンビークやコンゴ派兵等で国情の不安定なジンバブエという3ヶ 国の統合は、

障壁の高すぎる構想とされてきた。ところが、アパルトヘイトの廃止という南アフリカの

政策転換が転機をもたらした。ネルソン。マンデラの釈放からわずか 2ヶ 月後に、平和公

園財団の設立者、アントン・ルパートが、当時内戦の最中にあったモザンビークのシサノ

大統領と会見し、自然保護区構想実現への協力を求めたのである。やがて、モザンビーク

包括和平協定が署名 (1992)さ れ、モザンビーク内戦は終息をみた。また、南アフリカに

樹立されたマンデラ政権は、「復興開発計画」を公表して、黒人大衆の貧困軽減への積極

的な取り組みを開始した。この両国の大きな政局変化がグレー ト リンポポ国境横断県護

区実現の明るい兆しとなったのである。

かくして始動したグレー ト リンポポ国境横断公園プロジェクトだが、モザンビーク国

家運営委員会と国際テクニカル委員会はグレー ト リンポポ国境横断イ呆護区が当初の計画

とは全く異なるものになった、
(Ю )と
述べている。グレートリンポポ国境横断保護区の最初

の青写真には、クルーガー国立公園 (南アフリカ)、 ゴナレゾ国立公園 (ジ ンバブエ )、

バンヒネ・ジナブ国立公園 (モザンビーク)、 クタダ 16(モザンビーク)、 さらに3ヶ 国

の多数のコミュニティを包含するような広大な地域の統合が描かれていた。しかし、南ア

フリカ、モザンビーク、ジンバブエの各環境大臣が国家間協議を行うための大臣協議会を

設立 (1999)す ると、ムーサ南アフリカ環境大臣がイニシァティヴをとり、規模が国立公
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園とクタダ 16に縮小されたのである。また、大臣協議会は、国際テクニカル委員会をそ

の厳格な遂下におき、プロジェクト実施計画の成柔を 1年以内に提出するよう求めた。コ

ミュニティの意思を十全に反映した計画書を作成するには、 1年が短かすぎることは瞭然

である。しかしながら、この拙速なプロジェクト案を覚書として 3ヶ 国の各大臣が承認、

署名したのである (2000)。 そして、翌 2001年にクタダ 16は国立公園になった。ここで、

コミュニテイベースの国境横断自然保護区という開発コンセプトが国境横断国立公園設立

のコンセプトに変容されようとしていることに留意しておきたい。後に寸描するが、これ

はコミュニテイを巧みに日前着するような施為だったからである。ともあれ、プロジェクト

の変容を先導した南アフリカは、「アフリカ開発のための新パートナーシップ (NEPAD)」

で主導的役割を担っていた。NEPADは、アフリカ諸国の経済的協力と統合を手段として

経済発展を加速させる目的で発足したアフリカ連合の経済開発プログラムのひとつである。

南アフリカには、リンポポ国境横断公園を地域間共同の実践例として “早急"に実現し、

治績をあげて、NEPADの主張の正当性をアピールし、自国の権威を示威する(lDと ぃぅ

政略があったのである。さすれば、統合規模の縮小、委員会にプロジェクトの始動を急が

せるような時間的制約を専横的に課した意趣が理解されよう。つまり、国家間のパワーゲー

ムが最初のプロジェクトの変容を生起させたのである。

グレート リンポポ国境横断公園は、実現すればアフリカ大陸最大規模の国境横断保護

区となり、プロジェクト発足以前から重要な役割を演じていた平和公園財団にとっても、

是非成功させたい威信をかけたプロジェクトであった。そこで、集客に成功しているクルー

ガー国立公園の事例を提示して、モザンビーク政府や官僚を説得し、モザンビークの設立

したモザンビークプロジェクト実施ユニットに平和公園財団のメンバーを参画させた。ク

ルーガー国立公園の土地利用方式やその管理・運営方法をグレー ト リンポポ国境横断公

園プロジェクトのモデルにすることで、プロジェクト主導の地歩を固めたのである。南ア

フリカが、この自国の公園のモデル化を歓迎したことは言うまでもない。 3ヶ 国がグレー

トリンポポ協定 (2002)の署名を終えると、平和公園財団は以下のように述べている。

国境横断公園とは、野生動物朱護を最優先課題として、国境沿いの地域を統合

し、国境に隣接する地域の責任ある権威機関が一連のプランに副つて管理・逗

営することを公式に同意した公園 (傷点は筆者加筆)である。これらの権威機

関は、野生動物が自由に動き回れるようにし、国境横断公国内の全ての “人間

のバリア"を除去するものである。QD

この引用における「権威機関Jが奸智に長けた内容を表現していることを喚起したい。

グレート リンポポ協定調印後、大臣協議会は、コミュニテイ行政は国家レベルの政策課

題だという理由からプロジェクト組織の再編成を行った。即ち、コミュニテイ ワーキン

グ グループは国境横断保護区の管理・運営から姿を消し、また、国際テクニカル委員会は、

パーク ジョイントマネジメントとして刷新された
(1° のである。ここに至り、コミュニティ
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の参加とその利益に資するというグレート リンポポ国境横断保護区プロジェクトの初期

の目的が潰えて、コミュニテイベースの開発が空疎化してしまったのである。そして、そ

れを策動したのが隠然たる権力であったことは否めないであろう。

《マクレク コミュニティのケース》

グループ地域法 (1950)に端を発する人種差別的法律に則つて、1960年代に原住民間

題省は、マクレク部族をパフリ トライアングル (約 26.500ヘ クタール)にあったコミュ
ニティからその南 60km、 6000ヘ クタールの土地へ強制移住させた。1990年代に、南ア

フリカの政策が民主化路線へ転ずると、彼らは、クルーガー国立公園の北部、グレー ト

リンポポ計画の中央部に当たるパフリ トライアングルの返還を求める抗争を起こしたの
である。マクレク部族は、19世紀初頭以来、パフリ トライアングルに屋住し、部族法を
制定し、政治・社会 。経済上の独自の生活様式に基づいて、自然資源の豊かなパフリの地

で自給自足の生活を営んでいた事実を証明
Q° し、1998年、彼らは返還を勝ち得た

(151。 土

地返遠の公式調印式において南アフリカ国立公園局は、この合意により南アフリカ自然保

護政策が前進したこと、南アフリカ国立公園局は住民との関係改善を重視するという新た

なパラダイムを確立したこと、そして、マクレク コミュニテイ退去の事態は再度起こら

ない、・
°と述べている。また、これに先立ち、南アフリカの土地問題担当大臣は、土地返

還要求はコミュニティと自然保護機関との間の権限の不均衡を是正する重要な手段となる

(W)と
述べている。更に、平和公園財団や南アフリカ国立公園局は、マクレク コミュニテイ

の成し得た土地返還をグレート リンポポ計画が住民に与えた利益と公言して、国際社会

にアピールしている。だが、そこには、平和公園財団や南アフリカ国立公園局が、自らの

施策の正統性の証左としてマクレク コミュニテイの成功をあげて、南アフリカの国威高

揚とアフリカ大陸全体への事業拡大の地歩とする戦略が隠匿されていたように思われる。

マクレクー南アフリカ国立公園局間の土地紛争に多大な影響力を行使したのが、土地返

還要求委員会である。南アフリカ政府機関である当委員会は、両者の主張の首!部を聞明に

した後、各々の利益事項を逐一詳細に検討していった。このロジカルな手法は、結果的に、

両者の力関係に変化を生じさせ、コミュニテイの交渉ポジション強化につながった
(けの

である。このパワーバランスに一石を投じた土地返遠要求委員会の戦略は、共同資産委員

会の利用であった。マンデラ政権の「復興開発計画」実施過程で、貧困削減策の実効性を

高めるためには透明性と責任あるコミュニティの代表機関の必要性が認識されていたが、

部族権威志向の強いアフリカでは “部族機関"と 称せられるような決定機関の存在を無視

できない。そこで、心理的な部族対抗意識の緩和やコミュニテイレベルでの権力構造を変

容させる意図で、土地返還要求委員会は共同資産委員会の設置を制度化したのである。つ

まり、“部族機関"の代替機関として合法的に設置されたのが共同ン貝久産委員会であり、マ

クレクにもマクレク共同資産委員会が置かれた。マクレク土地問題では、土地返還要求委
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員会 (国家レベル)が直接介入して、マクレク共同資産委員会 (コ ミュニティレベル)の

掩護を行い、南アフリカ国立公園局 (国家レベル)と のパワーバランスが崩されたのであ

る。土地返還要求委員会の介入には、自らの施策の正当性を示成する意図があったと思わ

れる。マクレク土地返還は、マクレク コミュニテイの得た勝利ではなく、国家レベルの

アクターの政治的な権力駆け引きの結果だつたのである。即ち、「復興開発計画」の実施

で法律センターの有能な弁護士や開発 NGOの支援を得られたことを含めて、政治的、社

会的環境の変化に乗じた、時宜を得た聞争が成功につながったといえよう。そして、そこ

には権カアクターの曲私的行動が、やはり看取されるのである。

マクレクの土地返還闘争は成功裡に幕を閉じたかに映るが、その協約を詳察するならば、

決してコミュニテイを利するものではなかった。グレート リンポポ国境横断公園の発足

時より5年間、南アフリカ国立公園局が公国内のマクレク領域で費やされる全管理・運営

費を負担するが、爾後は、マクレク共同資産委員会と南アフリカ国立公園局が、計上経費

を折半する。ただし、マクレク共同資産委員会の負担額はマクレクの総収入の 50%を越

えないという上限が設けられていた。この条項を皮オロ的にみるならば、マクレクが峻↓巨に

値しないと判断するようなものであった。しかし、開発分野に知悉しているならば、かか

る条項がコミュニテイの実質的自立の障害となることは容易に理解されるところである。

長期展望に立つならば、それはコミュニティの経済的依存状況を生み出すからである。ま

た、そこには、99年間は、自然保護の目的に限って土地使用が許可されること、新たな

採掘、探鉱、居住、及び、農業の禁止、土地売買交渉における最初の拒否権は南アフリカ

国立公園局の掌中にあること、開発については環境影響アセスメントを経なければ実施で

きないことが記されていた。更に、最も重要なのは、マクレク コミュニティが南アフリ

カ国立公園局と25年の国立公園協定を結んだことである。もっとも、この契約国立公園

の管理・運営は公園内の各コミュニテイの代表からなる共同管理運営委員会が行うことに

なってはいた。そして、マクレク共同資産委員会の決定を経て共同管理運営委員会に提案

される商業関係の事案は、自動的に共同管理運営委員会の決議事項とし、また、南アフリ

カ国立公園局の異議申し立ては環境的側面からのみ認め、その直接的関与は環境影響アセ

スメント過程に限定する、と明記されている。即ち、マクレク コミュニティは、南アフ

リカ国立公園局から独立して商業的な土地利用の権利を得ることになる。マクレク共同資

産委員会にとっては、法的に土地所有権を保証され、自然資源利用の権利を得ることは、

賛否の一考を要しないことであったに違いない。「大地」とともに生きてきたマクレクの

人々にとって「土地返還」は彼らの基礎生活の根幹に関わる大事なのである。貧困に翻弄

される環境下では、短期的生存策が優先される。個人は “現在"を生きることに心奪われ、
“未来"をみつめることにまで思惟が及ばないことを理解するならば、マクレク コミュニ

テイが、南アフリカ国立公園局の自己利益誘導的なこの協定に調印したことは首肯される

ところである。また、「条件に合意するならば、マクレクの土地返還要求を支持するJと

144



アフリカの観光開発における理念とその現実に関する一考察

いう当時の国土大臣の意思表明が、マクレクの仮言的判断を左右したことを付言しておき

たい。ここにも、コミュニティに対する上位権カアクターの介在を感知するのである。

脆弱なコミュニティの自立の機会を奪う一因に、微温的な国家行政機構の施策がある。

例えば、土地返還要求委員会と南アフリカ国立公園局には、“国立公園の土地をコミュニ

テイに返還する"と いう事実が持つ意味と結果について根本的な見解の相違があった。前

者は、土地がマクレク共同資産委員会に帰属しており、土地利用と経済的利用に姑する決

定権は本来的にマクレク共同資産委員会にあると主張し、後者は、自らを共有地を含む国

立公園の包括的な管理者と理解していた。前述した“マクレクの土地返還要求を支持する"

という国土大臣の意思表明は、マクレク共同資産委員会の主張を支持するものではなかっ

たのだろうか。共同資産委員会は民主的な地方分権化政策推進の一方策として創設された

のではなかっただろうか。ともあれ、両者は合同管理ということで妥協 した。その結果、

マクレクは、部分的にではあるが、土地の管理権限を南アフリカ国立公園局に渡すことに

なったのである。マクレク共同資産委員会の土地管理・運営権限が減じられたことは、コ

ミュニティの直接的な、民主的な土地管理 =エ ンパワメントの毀損である。開発の初志は

アクターの権カゲームにより失調してしまったのである。かかるマクレク コミュニティ

の被傷性は、コミュニティが土地所有権を有するにもかかわらず、グレート リンポポ国

境横断国立公園の管理・運営機関、 トランスフロンティア録護区共同管理運営委員会に代
表を送っていないことに起因する。

Q° アメリカ独立戦争の有名なスローガン、「代表なく

して課税無し」は民主主義イデオロギーの基幹を端的に表現している。民主主義とは、権

利者が決定機関に参加することを第一義とするイデオロギーである。この原理に副うなら

ば、コミュニティの管掌を国家レベルの事象と付置し、国境横断公園の管理・運営権限は

国家機関に存するとしてコミュニティの代表を排除した南アフリカ国立公園局の主張に疑

義を感ずる。しかしながら、この南アフリカ国立公園局の主張に正当化の論拠を与えたの

は、国境横断録護区の始動とともに発足した大臣協議会であることを想起するならば、こ

こにおいてもコミュニティは権カアクターの掌にいたことになろうか。

《グレートリンポボ国境横断国立公園の実態》

モザンビーク政府がグレート リンポポ計画を了承すると、プロジェクト実施委員会が

発足した。委員会はモザンビーク政府任命の公園管理者と平和公園財団雇用の南アフリカ

プロジェクトマネージャーから構成されていた。公園の土地利用計画はアメリカ合衆国国

際開発庁のプロジェクト顧間が創案し、平和公園財団の担当顧間が観光開発の現地調査を

行った。両機関の顧間は、野生動物集団の生存に最適なシンガジ川沿いの観光開発が好ま

しいという実施案を提示した。これを受けて、プロジェクト実施委員会は、観光開発のた

め、当該地域の居住者 (約 7000人 )を公園外へ移住させるという結論を出した。(約)しかし、

観光省、及びドイツ開発銀行をはじめとするグレート リンポポ計画の資金提供者は、住
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民の強制移転に難色を示し、コミュニテイとの協議の必要性を強弁したのだが、プロジェ

クトはコミュニテイを蚊帳の外においたまま進行していった。この専断的な推進策が、“貧

困軽減"と いうプロジェクトの目的を後退させてしまったのである。一例を挙げるならば、

プロジェクトの実施過程で、基礎生活に関わる開発上の制約や制限について住民と何ら協

議を行わぬままに、
9D森
林と野生動物法 (1999)を施行したのである。この法律は、国立

公園内の既存の土地利用は認めるが、新たな牛の飼育や土地の開墾を禁じている。従って、

この法律を遵守するならば、輪作が不可能となる上に、非常時における他地域での放牧な

ど、臨機応変な土地利用も不可能となる。そして、コミュニティが猟獣管理の権限をほと

んど付与されなかったことも住民を苦境に追い込む要因となった。例えば、狩猟観光を企

図するプロジェクトでは、象やライオンなど3000頭以上の野生動物をクルーガー国立公

園から移送し、放したのである。放たれた野生動物による耕作地の踏み荒らしや農作物ヘ

の損害、或いは住民への直接的危害などで、公園内居住者の日常生活が脅かされたことは

容易に想像されよう。農地を荒らす子象の射殺をサファリハンターに依頼したところ、“商

品価値"の低い小さな象であることを理由に、サフアリハンターは要請に応じなかったと

いう報告もある。加えて、住民の狩猟が規制され、従前のように食肉を得られなくなった

のである。

野生動物の “季節移動"についての検討がなされなかったことも利益の均需性を欠く不

衡平な開発になった。あるコミュニテイの一部地区が野生動物の主たる生活の場となり、

作物被害を被ったとしても、プロジェクトから生ずる利益は無被害の区域と同一の利益配

分を受けるのである。或いは、狩猟観光資源の一つである象は、乾季に入ると雨季に食い

荒らした地域から他地域へ移動するが、サファリ狩猟は乾季に行うため、そこから生ずる

利益は作物被害を被らないコミュニテイに配分されることになる。つまり“ただ乗り地区"

の出現
錫である。かかる矛盾を包蔵したままプロジェクトが実施された結果、何ら補償

が得られぬ住民の生活水準は下降線を描いていった。そして、生活を脅威に曝されたシン

ガジ河畔の住民の多くが、移転を “余儀なく"さ れたのである。

プロジェクト実施委員会は公園の開発業務に携わる幾多のNGO及び、移転する各コミュ

ニテイの代表をメンバーとする再定住協議委員会を設立し、移転者に対する弁償の協議体

制を整えはした。コミュニテイの行政官 (コ ミュニテイの権威者)は従来、政府の任命で

あつたが、再定住協議委員会のコミュニテイ代表 (コ ミュニティの権威者)は選挙にて選

出された。住民選挙という選出システムをとったのは、コミュニティの尊重を連想させる

が、再定住協議委員会は移転の可否を討議する場ではなく、弁済交渉に終始している。一

方、モザンビーク政府は、観光省の権限下にある地域を移転の選択地とするような策動を

プロジェクト実施委員会に対して行っている。

モザンビーク狽Iの コミュニテイにとって、グレート リンポポ計画に伴う国立公園への

土地種別変更は深刻な影響を与えた。居住区の土地種別を野生動物利用地区から国立公園
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へ変更する提案がなされたとき、短期的生存策に魅了され、変更の意趣について精緻な検

討をせず、提案を受け入れたのである。つまり、その変更によって予期される可能性―例

えば、自らの土地所有権を部分的に放棄することになろう将来的可能性―にまで外廷して

検討する政治的叡智が培われていないのである。提案を受話した結果、土地利用の制限や

野生動物が耕作地を荒らすなど基礎生活の脅威に対する防除策を講ずることも出来ず、扶

手傍観に甘んぜねばならなかった。そして、確かに、公式に表明されたプロジェクト政策

には移転の強要に関する項目はなかったが、住民は移住を決意せざるを得ない状況に追い

込まれていったのである。かかるコミュニテイの被る不利益は、コミュニティの包括的な

脆弱性に拠るものではあるが、平和公園財団のような環境 NGOは声価も高く、プロジェ

クト実施委員会での発言力や影響力も大きかったのである。リンポポ国境横断公園プロ

ジェクトをスタートさせる際に平和公園財回のロビー活動があったことを想起するならば、

発足後もモザンビーク政府への影響力があったことは否めない。ここにもアクター間のパ

ワーゲームが垣間見えはしないだろうか。

《土地所有構造の問題》

南アフリカ連邦首相セシル・ローズが現ジンバブエの版図を植民地化 (1888)し た直後

から約 30年間に入植した英国人は、当時の領土全人口の約 2%に満たなかったが 、英国

武装遠征軍の援護を受けた入植者たちは、豊饒な農地 (耕作可能地の約 75%以上)を手

中に収めた。つまり、領域人口の約 980/O以上が無補償で土地を追われ、極めて生産性の

低い耕作限界地に押しこめられたのである。この経緯から、先住民 (黒人多数派)の土地

問題に姑する不満が鬱積していたことは、想像に難くない。やがて、“アフリカの時代 "

と称される 1960年代に、共和制国家としてローデシア (現ジンバブエ)が誕生 (1969)

したが、その直後から、土地所有権の回復が国政の最優先課題となったのはいうまでもな

い。そして、ヨーロッパ人所有の土地を合法的に黒人の手に取 り戻すこと、新たな黒人コ

ミュニテイの拡充とその定着、放牧や耕作のための共有地売買の許可を主眼とする部族信

託統治法 (1967)、 土地保有権法 (1969)力論町定された。この二つの法律を基礎として公園、

及び野生動物法 (1975)力滞町定され、共有地所有者の野生動物の管理責務が定められたの

である。

アフリカ諸国には、植民地政策による土地制度の二重性が未だ温存されている。土地制

度の二重性とは、部族社会内部の伝統的支配者層の権力や権威にもとづく憤習地 (共有地)

の共同保有と国家の近代法による土地保有証明書に基づく土地の所有や賃借が併存してい

る状況である。ジンバブエも例外ではなく、独立後も慣習法に基づく部族ベースの資源所

有権構造が存在している。そこで、ジンバブエ政府は共有地法 (1982)を制定し、共有地

の私有化を認めたが、一方で、地域の慣習的な統括者ではなく、地方政府機関である地方

地区評議会に、土地問題に関する権限を付与した。慣習法と地方裁判所に関する法 (1990)
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に拠れば、地方の慣習的裁判所は、土地関連の条件を除いた民事事項を取り扱うことになっ

ている。かかる構造に対して、マーフイーは、地方地区評議会は大規模で、生産単位組織

とは異質の行政単位組織である
°°と、コミュニティ軽視の行政構造について論じている。

また、ムロンベジ MurOmbedziは 、ジンバブエ政府の自然保護政策においては共有地の

所有権が明確に定義されていない
切 と批判している。共有地システムは歴史過程を経て

定着した現在も存在するシステムである。ところが、野生動物の管理業務に直接携わるコ

ミュニティに実質的な所有権や権限が認められていないのである。そこで、地方分権的な

コミュニティベースの開発という趣意に副って、ジンバブエ CAMPFIREQ9の プログラム

には、資源所有権はコミュニティの資産体制に基づく
Q° という施策方針が明記された。

土地所有権や土地利用の決定権を政府からコミュニティに移譲し、コミュニティの猟獣管

理への参加を実質化するなど、エンパワメント強化の意図がそこに包含されていた。かよ

うな施策方針を以って始動したジンバブエ CAMPFIREで あるが、その観光開発は、ジン
バブエの白人の利益を生み出し、また、中央政府の税収増加が国庫を潤すことにはなった

が、開発姑象であるコミュニティは、貧困を悪化させる事態となっている。

《空洞イとしたエンパワメント》

ジンバブエには、コミュニティ (約 100世帯)の代表者から成る村落開発委員会、6村

落を単位とする地区開発委員会、各地区開発委員会が選挙選出した委員長と政府任命の管

理者からなる地域開発委員会で構成されるヒエラルキー型のコミュニティ自治組織がある

が、政府が実質的な土地の管理権限を有し、コミュニティの資源管理・運営は言うに及ば

ず、一般的な監督官の権限や監査も暗黙裡のうちに国家に託されていた。前述したように、

土地に関する権限は地方地区評議会に付与されており、部分的にせよ、村落開発委員会や

地区開発委員会の決定に多大な影響力を行使し得た
修ののである。このような政治的環境

がエンパヮメント開発の阻隔要因となっていることは、ビンガ地区の例が物語っている。

ビンガ コミュニティの反対にもかかわらず、地方地区評議会とサファリ企業は、野生動

物を管理する目的で電気フェンス建設の決定を下したのである。電気フェンスの有用性が

説明されて、コミュニティは説得され
Q° たのだが、この経緯を、コミュニティの合意を

得た民主的な決定と判断するには躊躇がある。挙例にみるようなコミュニティの本意に反

する施策は、開発成果―長期的収入の確保等―を勘案した後の不幸な副産物として、開発

政策において定言的に “正当化"さ れてしまうのが一般的である。しかしながら、素朴

なビンガ コミュニティが地方地区評議会やサファリ企業と互角に交渉し得たとは付度し

がたく、専断的ともいえる開発手法には、関係アクターの権力の影を看取せずにはいら

れない。

経済的側面においても国家が関与するジンバブエ CAMPFIREの手法はコミュニティの
エンパワメントを損うようなものであった。地方地区評議会は、サファリ事業から得られ
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る歳入の 800/0を コミュニテイに還元し、15%を CAMPFIREの 運営に、 5%を 一般的な

運営と開発に充当するという施策上の指示を受けていたにもかかわらず、コミュニティに

還元されたのは、平均して収入の 52%°
9で
ある。例えば、ザンベジ川沿いのグルーヴ地

域では、地方地区評議会がサファリ歳入の 40%を受け取り、約 71%の世帝は全く収入配

分が無かった
°°と報告されている。観光産業開発理由の一つに、直接的な現地歳入とな

る観光収入は、地域内での経済的循環が可能である故に、コミュニテイの他部門の開発促

進も期待し得ること、即ち、エンパワメント育成に資することが挙げられていたことを想

起するならば、開発が実態として空洞化したことになる。

コミュニティ不在の策柔もコミュニティのエンパワメントの阻害要因となっている。例

えば、策案時に、地理的な行政上の単位としてのコミュニテイオF九念を開発計画に投影させ

たことがあげられる。一般に、コミュニティは地理的連続性から概念化されるが、慣習的

権利の優勢なアフリカの社会構造秩序に通暁する開発立条者ならば、プロジェクトを照査

して、〉貝久源の所有権に照応して概念化されたコミュニティの見取り図を描くべきであった。

しかし、それが立条俎上に上らなかった結果、地理的に一つと見なされたコミュニティが、

内実、社会的に複数コミュニテイから構成されており、この画一的に資源の所有権を規定

し得ない実体を無視して、プロジェクトを進行させてしまったのである。それにより、資

源所有者であるコミュニティが資源の管理・運営に携わることができぬこと、また、資源

利用から生ずる歳入について当該コミュニテイが責任ある管理を行えぬというエンパワメ

ント強化に対する自己論駁的状況が生じた。

また、資源所有に関する法システムは一貫性を欠き、資源の所有権が曖味にされていた

ため、資源配分に対する管理・運営組織が形骸化してしまったのである。そこで、上位下

達の管理・運営構造が弥縫策としてつくられた結果、CAMPFIREが 、自己利益のために
コミュニティ資源を利用することが容易になったのである。

コミュニティ不在の構造化により、コミュニティの意思決定は大きく制限されたのはい

うまでもない。観光産業開発の一環として施行された土地利用の法的規制の実施により、

慣習的生産システムが機能不全となり、コミュニティの自給力が損なわれたのは、その一

例である。ジンバブエは、農業主体の社会である。そこで行われている焼畑農業は、森林

の “自然再生"を組み込んだ農耕システムであるが、森林伐採や開墾の制限、休閑地とし

ての利用を認めないなど、土地利用が制限され、焼畑農業の継続が不可能となり、貧困度

は高くなってしまったのである。これは、コミュニティベースの開発を志向しながら、ジ

ンバブエ コミュニティの農業生態学的視点を失った開発の策定がもたらした結果である

が、そこには、観光産業をビジネスとして成功させたい強大な権カアクターの存在が感知

される。

コミュニテイベースの開発アプローチが月干要とされるのは、エンパワメントが持続可能

な発展 =コ ミュニティ自治に基づく自立創成型の地域活性化の要諦だからである。コミュ
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ニテイのエンパワメントは、コミュニテイが完全な用益権を手にして資源管理を行う権限

を持つことがその要件である。コミュニテイ資産が適切に管理され、コミュニティの払っ

た代価と利得が比例するならば、自発的な相互協力につながる信頼がコミュニティに醸成

され、・
D更なる発展への途が開かれよう。コミュニテイがこのエンパワメントを得るため

に、政府は、コミュニテイの資源管理に関する決定者としてではなく、単なる仲介者とし

ての役割に徹すべきと思われる。確かに、密猟の阻止、自然環境保全、コミュニティの資

金拠出というCAMPFIREプ ログラムの成果に関する報告 Gか もあるが、一方で、共有地

の所有権が曖味となり、密猟など資源の私的利用 (搾取)の増加をみる事実がある。かか

る現実と共存しながら、プロジェクトヘの参加で日常生活が撹乱されていく共有地の農民

には、開発が意味づけを欠いた外的な暴力として受け止められるだけである。

《むすびにかえて》

包括的な視座から地域社会の固有性を把握し、それを尊重した機動的な援助の肝要性は、

開発界で愴久されたところである。この開発原則に則つて、現在、一般に擁護され、増加

傾向にあるのがパートナーシップ型の地方分権的なコミュニテイベースの開発アプローチ

である。グレートリンポポ国境横断保護区やジンバブエ CAMPFIREは 、この方式をとり、
コミュニテイの自然資源管理を手段として、エンパワメントを開発し、貧困軽減を試みた

のであった。しかし、それらはいずれも失計に終わっている。

コミュニテイの関与を忌避したいという意識を包蔵
G9したグレート リンポポプロジェ

クトを推進して、開発の真髄を毀損したのは、当該国の担当機関の行動選択、即ち意思決

定であった。そして、各意思決定段階で多大な影響を及ぼしたのが、政治的、イデオロギー

的権力である。その主たるアクターが、環境 NGOと して強大さを誇る平和公園財団であつ

た。財団のロビー活動や市場調査での積極的な活動が開発計画を巧みに操ったのである。

注視すべきは、グレート リンポポ国境横断保護区プロジェクトが具現化していく過程で、

超国家的 “国立公園"と いうコンセプトに変貌させたことである。その結果、コミュニティ

ベースという開発コンセプトは後景に退き、コミュニテイは自然資源の包括的な管理・運

営の権限があると主張するロジックを失ったのである。国立公園という公共的領域内でプ

ロジェクトが引き起こすコミュニテイの諸問題について、コミュニティは当該委員会との

“交渉"以上の積極的手立てをもたず、関連諸機関の専行に恭順せねばならなくなったの

である。

また、国立公園であることは、地方行政府の正統性を侵食し、その公的領域を狭めてし

まう結果をもたらした。因みに、南アフリカの各地では、開発局や地方地区評議会への上

地の権限移譲を規定した共有地権法の導入により、特に民主的選挙を経て発足した地方行

政府の権威が侵食されている
°°という論考がある。ともあれ、公園の管理・運営に姑す

る地方行政府の権限が殺がれ、コミュニティが自律性を失った一方で、平和公園財団は影
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響力を強めて、広大な地域への民間投資導入のロビー活動を行うなど、市場経済の一翼を

担ったのである。コミュニティの存在が、外在する政治的、イデオロギー的権力に巻き込

まれて極小化されてしまったといえよう。

官民共同のパートナーシップでは、私的セクターも脆弱なコミュニティの脅威となる。

たとえマクレク コミュニティが、マンデラ政府の「復興開発計画」に基づいて該博な知

識を有する開発 NGOの支援を得られたとしても、大企業の交渉術は一コミュニテイに優

り、法律的な契約書の作成においても企業に一日の長があろうことは容易に理解される。

土地の商業的利用オ在を得たマクレクは、利益率の高い狩猟ビジネスに着手し、狩猟ロッジ

建設のために、企業であるワイルダネス・サファリと45年という長期間のパートナー協

定を結んだ。この協定には、マクレクに不利益が生じた場合の協定解消に関する条頂の明

記が無く、更には、マクレクの狩猟の実質的な禁上に通ずる条項が記されていた。結果的

に、マクレク コミュニテイは狩猟権を失うことになったのである。これについて、共同

管理運営委員会のマクレク代表は、企業との契約の交わし方に問題があった、・
)と 述懐し

ている。

ジンバブエ CAMPFIREの 開発には、グレー ト リンポポ国境横断公園のように強大な

外生的権力の介在ではなく、国家権力が立ちはだかっていた。そこで、ジンバブエ

CAMPFIREは 開発施策上重要な土地所有権の協議を等閑した処方箋を講じたため、プロ

ジェクト案を無為に帰す結果となった。いずれの事例においても、帰趨するところは、グ

レート リンポポ国境横断イ果護区の開発が、権カアクターに牽引された結果、公式のレト

リックに反して、コミュニティは以前にもまして周縁化されたということである。その主

因は政治生態学的現実を理解していなかった結果として、コミュニテイとマクロな政治・

経済システムとの道切な権力関係の均衡点を見出せず、立案時の目的と撞着する結果を招

いたことと思われる。

自然保護とは生態学的作業であると同時に社会経済的作業である。従って、地域資源の

管理・運営プログラムは地域社会の営為を組み込み、直接的な住民参加を得なければ不毛

に終わる
°°のは必至である。従つて、地域住民の視座から開発が策定されるべく、コミュ

ニテイベースの開発アプローチが有用とされるのだが、開発プロジェクト実施過程でその

趣意が失われていくという批判が絶えない。この宿痢の根源は開発プロジェクトに関る各

アクターの有する権力の相対的な落差にある。一般に、この点は巧妙な詭弁を弄して隠微
Gの

されてしまう。しかし、援助供与国、NGO等さまざまなアクターの関る開発界は “国際

場裏"である。そこで演じられる “国際政治"は、個々のアクターのミクロの動機と、そ

れらアクターの相互作用が生み出すマクロの現象を結果とする。即ち、結果の実現過程で

複数の行為主体が互いに依存しあうために、特定主体の単独の行動選択によって結果が確

定せず、いわば集合的な行動選択の結果として “国際政治現象"を呈するのである。開発

界という “国際政治"のパワーゲームにおいて、コミュニテイは非力なアクターである。
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脆弱なコミュニティ アクターは、レトリックの中で常時危険に曝され、周縁化されてし

まうのが常である。近年開発領域で主流となりつつある官民共同のパートナーシップ ア

プローチはもっとも “国際政治"現象を呈しやすい形態である。生態学と経済学との架橋

という着想を貧困軽減策に導入した成果が芳しくなかった主因をここに見出せるのではな

いだろうか。貧困層を周縁化してきたのは、歴史的な支配構造や司法構造である。その構

造化を打破し、コミュニティベースの自然資源管理を貧困軽減に結びつけるためには、非

国奈組織、非国家的制度の強固な管理ネットワークを構築すべきと思われる。
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